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１ 目 的 

 

 本業務指針は、不動産鑑定士の役割分担及び不動産鑑定士と不動産鑑定業者の責任分担を整理

し、また、不動産鑑定業者が他の不動産鑑定業者又は専門家と提携して、鑑定評価業務（不動産

の鑑定評価に関する法律（以下「鑑定法」という。）第３条第１項の業務をいう。以下同じ。）を行

う場合の業務上の指針として示すものである。 

 

 

２ 適用範囲 

 

 本業務指針の適用範囲は、当分の間、鑑定評価業務を行う場合とするが、鑑定評価以外の業務

（鑑定法第３条第２項の業務をいう。）についても、可能な限り本業務指針を準用して適用するこ

とが望ましい。 

 

 

３ 不動産鑑定士の役割分担と署名義務 

 

 鑑定法第 39 条第２項において、「鑑定評価書には、その不動産の鑑定評価に関与※1した不動産

鑑定士がその資格を表示して署名しなければならない。」とされている。 

 鑑定評価を行うに当たっては、依頼を受けた不動産鑑定業者が単独で業務を行うほか、他の不

動産鑑定業者や専門家と提携して業務を行う場合があるので、鑑定評価書の作成に係わる者が、

鑑定評価の核となる主たる部分に携わっているか否か、すなわち関与しているか否かにかかわら

ず、その役割分担を鑑定評価書に記載することは、信頼性・透明性の向上と不動産鑑定士の責任

の所在を明らかにする観点から促進すべきと考えられる。 

 したがって、鑑定評価書の作成に係わる者を次のとおり整理し、鑑定評価に関与した不動産鑑

定士（以下「署名不動産鑑定士」という。）は署名し、支援業務等を担当した不動産鑑定士（以下

「記名不動産鑑定士」という。）は記名表記することとする。また、他の専門家についても、同じ

く記名表記することとする。 

 なお、ここでいう鑑定評価書とは、第 39条第１項に該当する鑑定評価書を指すものであり、実

際に依頼者に交付される成果報告書のタイトルや不動産鑑定評価基準に則っているか否かにかか

わらず、第３条第１項の鑑定評価業務の成果として交付されるものであることに留意する。 

 

 
1 『逐条解説 不動産鑑定評価法』（ぎょうせい刊 2006 年）によれば、「不動産の鑑定評価に関与」するとは、「不動産鑑定評価

の核となる主たる部分となる行為の全部又は一部について、これを直接に指揮し、実行し、補助する等の方法によりその実施

にあずかること」とされており、この考え方は、国土審議会土地政策分科会不動産鑑定評価部会報告書「社会の変化に対応し

たよりよい鑑定評価に向けて」にも盛込まれている。 

 なお、前掲の解説によれば、「不動産の鑑定評価の行為の核となる主たる部分とは、案件の確認・処理計画の策定・資料の分

析・経済価値の判定・価額の表示等である」とされており、これらの業務については、「鑑定評価の結果に重大な影響を与える

ため、不動産鑑定士以外の者は行ってはならない。」としている（補助者等による補助は可能）。 
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鑑定評価書の作成 

に係わる者 

・関与不動産鑑定士 

 （署名不動産鑑定士） 

・支援業務等担当不動産鑑定士 

 （記名不動産鑑定士） 

・他の専門家 

（記名、業者名で可） 

・総括不動産鑑定士 

・上記以外の不動産鑑定士 

 （定義は後記５参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 鑑定評価書における表示は、署名不動産鑑定士については冒頭に署名することとし、記名不動

産鑑定士及び他の専門家については、末尾に記載する役割分担表に明示することとする。 

 また、署名不動産鑑定士と記名不動産鑑定士が提携業者に所属する場合は、当該不動産鑑定業

者名を併記することとする。 

 なお、役割分担表を設けることの意義は、外形上、鑑定評価における役割分担と責任の所在を

明確にすることができるとともに、不動産鑑定士に対しては、役割に対する責任の自覚を促すこ

とができるためである。 

 

 

４ 不動産鑑定業者と不動産鑑定士の責任分担（原則） 

 

 依頼を受けた不動産鑑定業者（以下「受任業者」という。）及び業務提携により再委任業務を行

う不動産鑑定業者（以下「提携業者」という。）並びに総括不動産鑑定士を含む署名不動産鑑定士

及び記名不動産鑑定士の責任分担の原則は、次表のとおりであり、これ以外にも監督省庁からの

不動産鑑定業者及び不動産鑑定士に対する行政指導がある。 

 なお、記名不動産鑑定士であっても、故意過失があれば、損害賠償責任の対象になると考えら

れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受

任 

業 

者 

 
監督処分 

（41 条） 
懲戒処分 

（40条） 

契約上の責任 

（対依頼者） 

損害賠償責任 

（対依頼者） 

説明 

責任 

不動産 

鑑定業者 ○  ○ ○  

署名不動産 

鑑定士  ○  ○ ○ 

記名不動産 

鑑定士    ○  
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提

携 

業 

者 

 
監督処分 

（41 条） 
懲戒処分 

（40条） 

契約上の責任 

（対依頼者） 

損害賠償責任 

（対依頼者） 

説明 

責任 

不動産 

鑑定業者 ○  ○ ○  

署名不動産 

鑑定士  ○  ○ ○ 

記名不動産 

鑑定士    ○  

（注：監督処分、懲戒処分のかっこ書きは鑑定法上の条文） 

 

５ 署名不動産鑑定士、記名不動産鑑定士が担当する業務 

 

 署名不動産鑑定士と記名不動産鑑定士が担当する業務は、次のとおりである（別紙１「不動産

鑑定評価書作成業務の手順と業務分担」、別紙２「不動産鑑定士等の役割分担表（業務提携の場合

の例示）」参照）。 

 

（１）総括不動産鑑定士以外の署名不動産鑑定士が担当する業務 

   総括不動産鑑定士以外の署名不動産鑑定士が担当する業務は、以下①から⑩までの「鑑定評

価の核となる主たる部分に該当する業務」である。 

   ただし、当該業務において「判断・調整・決定」を伴う業務であって、その補助として行う

支援業務等は除くこととする。 

   署名不動産鑑定士は、以下の①から⑩の全部又は一部の業務を担うものであるが、鑑定評価

書について最終的な説明責任を有するため、現地の実査は必要不可欠となる。（総括不動産鑑

定士については必ずしも必要とするものではない。）。 

  ① 鑑定評価の基本的事項の確定 

   ② 依頼者、提出先等及び利害関係等の確認 

   ③ 処理計画の策定 

   ④ 対象不動産の確認 

   ⑤ 資料の収集及び整理 

   ⑥ 資料の検討及び価格形成要因の分析 

   ⑦ 鑑定評価の手法の適用 

   ⑧ 試算価格又は試算賃料の調整 

   ⑨ 鑑定評価額の決定 

   ⑩ 鑑定評価報告書の作成・鑑定評価額の表示 

  

   なお、業務提携の際に総括不動産鑑定士を置かない場合には、受任業者に所属する不動産鑑

定士が、必ず鑑定評価の核となる主たる部分に関与し、署名不動産鑑定士にならなければなら

ない。 
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（２）総括不動産鑑定士が担当する業務 

   総括不動産鑑定士は、依頼者に交付する鑑定評価書について、作成に係わる複数の不動産鑑

定士を指揮するとともに、鑑定評価の結果を検証※2することを主たる業務とする。いわゆるコ

ーディネーター的な位置づけとして鑑定評価に関与し、担当した署名不動産鑑定士と共同して

責任を負うものであるが、対外的には一次的かつ総括的な説明責任を有することとなる。 

   総括不動産鑑定士の鑑定評価への関与の度合いについては、案件に応じて、上記（１）①か

ら⑩の全てを行う場合もあれば、単に指揮及び検証に留まる場合もある（この場合には、現地

の実査を行わないこともある）。このように総括不動産鑑定士の業務範囲は一概には定義でき

ないが、対象不動産が複数の場合には、関与する不動産鑑定士が多くなる可能性があるため、

代表して対外的な説明をする必要があるという観点から、総括不動産鑑定士を置くことの必然

性は高まることとなる。 

   また、縦分業型業務提携（後記７（１）参照）を行う場合には、対象不動産の個数にかかわ

らず、受任業者は、対外的に一次的な説明責任を有することとなるため、受任業者に所属する

不動産鑑定士を総括不動産鑑定士として定める必要が生じる。この場合、業務の実態に即して、

署名不動産鑑定士とする場合も考えられるが、証券化対象不動産の鑑定評価等その結果が、依

頼者のみならず依頼者以外の広範囲の者に影響を及ぼすこととなる依頼目的で縦分業型業務

提携を行う場合には、原則として、総括不動産鑑定士を置く必要がある。 

   なお、業務提携を行わなくとも、同一不動産鑑定業者において関与する不動産鑑定士が複数

の場合には、実態に即して同様の扱いとするが、担当した署名不動産鑑定士の一人が、依頼者

又は利用者に対応できる場合は、必ずしも総括不動産鑑定士を置く必要はない。 

   総括不動産鑑定士を置いた場合は、その位置づけや役割について依頼者又は利用者に誤解を

与えないよう、鑑定評価書の役割分担表にその業務内容を記載することが必要となる。 

 

（３）記名不動産鑑定士が担当する業務 

   記名不動産鑑定士が担当する業務は、総括不動産鑑定士又は総括不動産鑑定士以外の署名不

動産鑑定士の指揮監督の下で行う、鑑定評価の結果に重要な影響を与えない程度の支援業務等

である。 

   具体的には、「鑑定評価の核となる主たる部分に該当する業務」に該当しない、前記（１）

⑤から⑦の一部支援業務等が考えられる。 

   なお、受任審査及び鑑定評価報告書の審査※3も記名不動産鑑定士の業務に含めるものとする。 

 

 

 
2 検証の内容は、鑑定評価への関与の度合いにより一概には定義できないが、鑑定評価を行う当事者として、自らの判断とし

て鑑定評価の結果を変更することもあり得ると考えられる。これに対し、当事者から独立した立場で行われる鑑定評価報告書

の審査を行う者は、鑑定評価の結果に対して再検討の指摘等はできるが、鑑定評価の結果の変更等については署名不動産鑑定

士が自らの責任により行うものと考えられる。 

3 受任審査及び鑑定評価報告書の審査が必須とされるのは、当面の間は証券化対象不動産若しくは財務諸表の作成に利用され

る目的の価格等調査業務又は不動産鑑定評価基準に則った鑑定評価業務を行う場合に限定している。 
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６ 一括再委任の制限 

 

 前記のとおり、鑑定評価を行う場合に、受任業者に所属する不動産鑑定士は、総括不動産鑑定

士又は総括不動産鑑定士以外の署名不動産鑑定士として鑑定評価に関与し、鑑定評価書に署名す

ることとなるため、依頼内容の全部を一括して他の不動産鑑定業者に委任すること（一括再委任）

は、事実上制限されることとなる。 

 このことは、対象不動産が複数の場合であっても同様であり、そのうちの１個の不動産の鑑定

評価の全部について再委任することも制限されることとなる。 

 

 

７ 業務提携の方法 

 

（１）縦分業型業務提携 

   縦分業型業務提携は、受任業者（依頼者との契約は受任業者のみが行う。）が他の不動産鑑

定業者に鑑定評価の一部を再委任する業務提携の方法である。縦分業型業務提携の類型として

は、鑑定補助方式※4と鑑定検証方式※5が考えられるが、鑑定検証方式については、当分の間、

海外投資不動産の鑑定評価を除き行わないこととする。 

   再委任業務の内容については、案件に応じて様々な形態が想定されるため、以下の点に留意

して明確にする必要がある。 

   なお、対象不動産が複数の場合には、原則として、受任業者に所属する一人の不動産鑑定士

が総括不動産鑑定士になる必要がある。 

 

  ・鑑定評価の核となる主たる部分を再委任する場合の業務範囲 

  ・鑑定評価の核となる主たる部分に該当しない業務を再委任する場合（不動産鑑定業者以外

の他の専門家に再委任する場合を含む。）の業務範囲 

 

（２）横分業型業務提携 

   横分業型業務提携は、複数の不動産鑑定業者が共同して受任業者（依頼者との契約は複数の

受任業者が連名で行う。）となる業務提携の方法である。 

   受任業務の内容については、案件に応じて様々な形態が想定されるため、以下の点に留意し

て明確にする必要がある。 

 

 
4 鑑定補助方式（縦分業型業務提携の一類型）とは、依頼者から鑑定評価の依頼を受けた不動産鑑定業者が提携先不動産鑑定

業者に物件調査、価格等形成要因調査等鑑定評価の一部の業務を再委任し、その結果をもとに依頼者から鑑定評価の依頼を受

けた不動産鑑定業者に所属する不動産鑑定士が鑑定評価を行うことをいう。 
5 鑑定検証方式（縦分業型業務提携の一類型）とは、依頼者から鑑定評価の依頼を受けた不動産鑑定業者が提携先不動産鑑定

業者に一部の不動産の鑑定評価を再委任し、提携先不動産鑑定業者が行った鑑定評価の結果を依頼者から依頼を受けた不動産

鑑定業者に所属する不動産鑑定士が調整・検証を行って依頼者に提出する鑑定評価書を作成することをいう。 



     6 
公益社団法人日本不動産鑑定士協会連合会の許可なく、複写転載等を禁じます 

   なお、対象不動産が複数の場合には、とりまとめを行う一人の不動産鑑定士が総括不動産鑑

定士になることが望ましい。 

   

・対象不動産が単数若しくは複数の場合における業務分担の範囲 

  ・鑑定評価の核となる主たる部分に該当しない業務を行う受任業者がある場合に、当該受任

業者が行う業務の内容 

 

（３）複合型業務提携 

   業務提携の方法としては、縦分業型と横分業型が混合した提携も考えられるが、その場合は、

上記（１）、（２）の留意点について明確にし、適正な業務提携に努めなければならない。 

 

 

８ 依頼者への事前説明 

 

 依頼者への説明責任及び守秘義務の観点から、受任業者は、業務提携を行う場合にあらかじめ

再委任先、再委任業務の範囲などの業務提携に係る契約内容等を明示して、依頼者の承諾を得る

必要がある。 

 

 

９ 業務提携に係る契約書面の取り交わし 

 

 業務提携を行う場合の不動産鑑定業者間の役割・責任分担を明確にする観点から、原則として

業務提携に係る契約書面を取り交わすものとする。 

 なお、契約書に記載する事項については、受任業者が依頼者と取り交わす契約書面に記載され

る事項を参考として、委任業務の範囲に応じて適切に定める必要がある（「価格等調査業務の契約

書作成に関する業務指針」参照）。 

 また、受任業者は、依頼者に対して「業務の目的と範囲等の確定に係る確認書」を交付した場

合は、速やかに当該確認書の写しを提携業者に対して交付しなければならず、成果報告書の交付

までに依頼者に変更後の確認書を交付した場合も同様とする。 

 

 

10 受任業者・提携業者間の情報の共有 

 

 受任業者は、鑑定評価業務の実施にあたり、依頼者から聴取した情報、受領した資料及び依頼

者に確認した事項等のうち、少なくとも提携業者の業務範囲に影響がある事項等については、依

頼者から聴取或いは資料受領後等速やかに提携業者に情報等を伝達しなければならない。 

 また、提携業者は、自己の業務範囲において調査を行った内容等が、受任業者又は他の提携業
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者の業務範囲にも影響があると判断される場合は、当該調査結果等を速やかに受任業者に伝達し

なければならない。 

 

附 則 

本業務指針は、平成 22 年 1 月 1 日以降に契約を締結する鑑定評価業務から適用する。ただし、

当該日以前から適用することを妨げない。 

 

附 則（平成 24年 6月一部改正） 

本業務指針の改正は、平成 24年 7月１日以降に契約を締結する鑑定評価業務から適用する。た

だし、当該日以前から適用することを妨げない。 

 

附 則（平成 27年 3月 17日一部改正） 

本業務指針の改正は、平成 27年 4月 1日以降に契約を締結する鑑定評価業務から適用する。 

 

附 則（平成 29年 12月一部改正） 

本業務指針の改正は、平成 30 年 1 月 1 日以降に契約を締結する価格等調査業務から適用する。

ただし、当該日以前から適用することを妨げない。 

 

附 則（令和 3年 11月 24日一部改正） 

本業務指針の改正は、令和 3年 11月 24日以降に契約を締結する価格等調査業務から適用する。 

 

 

以 上 
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（別紙１） 不動産鑑定評価書作成業務の手順と業務分担 

 

 

 

 

 

①  

 

 

②  

 

  ③ 

 

 

④ 

 

 

  ⑤ 

 

 

              ⑥ 

 

 

              ⑦ 

 

 

  ⑧ 

 

 

              ⑨ 

 

            

              ⑩ 

 

 

 

 

署名する業務 

報告書審査 

一部支援 

受任審査 

鑑定評価の受付事務 

鑑定評価書の交付 

鑑定評価の基本的事項の確定 

処理計画の策定 

対象不動産の確認 

資料の収集及び整理 

鑑定評価の手法の適用 

試算価格又は試算賃料の調整 

鑑定評価額の決定 

鑑定評価報告書の作成 

鑑定評価額の表示 

 

資料の検討及び 

価格形成要因の分析 

※ 総括不動産鑑定士は、少なくと 

も、署名不動産鑑定士を指揮す 

るとともに鑑定評価の結果を検 

証する役割を担う。 

記名表記する業務 

依頼者、提出先等及び利害関係

者等の確認 
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（別紙２） 不動産鑑定士等の役割分担表（業務提携の場合の例示） 

 

 

 
業者分類 業者名 

不動産鑑定士 

の氏名 

◎総括不動産鑑定士 

○署名不動産鑑定士 
業務内容（例示） 

１ 

 

 

 

受任業者 

 

 

 

○○○鑑定業者 

 

 

 

不動産鑑定士 A 

 

◎ ・不動産鑑定士の指揮・監督、鑑定評

価の結果検証等 

不動産鑑定士 B ○ ・鑑定評価の基本的事項の確定、依

頼者、提出先等及び利害関係者等

の確認、処理計画の策定、対象不動

産の確認、資料の収集及び整理、資

料の検討及び価格形成要因の分

析、鑑定評価の手法の適用、試算価

格の調整、鑑定評価額の決定、鑑定

評価報告書の作成、鑑定評価額の

表示 

不動産鑑定士 C  ・事例の収集及び整理、鑑定評価の

手法の適用等の支援 

・受任審査、鑑定評価報告書の審査 

２ 提携業者 △△△鑑定業者 不動産鑑定士 B’ ○ ・処理計画の策定、対象不動産の確

認、資料の収集及び整理、資料の検

討及び価格形成要因の分析、鑑定

評価の手法の適用、試算価格の調

整、鑑定評価額の決定、鑑定評価報

告書の作成、鑑定評価額の表示 

不動産鑑定士 C’  ・事例の収集及び整理、鑑定評価の

手法の適用等の支援 

３ 提携業者 

（専門家） 

 

㈱××調査会社 

㈱□□調査会社 

㈱■■建築事務所 

  ・土壌汚染に関する調査 

・アスベストに関する調査 

・CAD による容積率のボリューム確

認 
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（別紙３）不動産鑑定士等の役割分担表（不動産鑑定士が１名のみの事務所の役割分担例） 

 

 

 
業者分類 業者名 

不動産鑑定士 

の氏名 
○署名不動産鑑定士 業務内容（例示） 

 

 

 

受任業者 

 

 

 

○○○鑑定業者 

 

 

 

不動産鑑定士 A 

 

○ ・鑑定評価の基本的事項の確定から

鑑定評価額の表示に至る鑑定評価

の全ての段階 

 ・受任審査、鑑定評価報告書の審査 

 

（※）不動産鑑定士が 1 名のみの事務所（不動産の鑑定評価に関する法律第 22 条第 1 項に定め

る事務所）において、受任審査・鑑定評価等の全ての手順・報告書審査を、全て同一の不動産鑑

定士が担当した場合 
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（別紙４）不動産鑑定士等の役割分担表（署名不動産鑑定士相互による報告書審査の場合の例示） 

 

 

 
業者分類 業者名 

不動産鑑定士 

の氏名 
○署名不動産鑑定士 業務内容（例示） 

 

 

 

 

受任業者 

 

 

 

○○○鑑定業者 

 

 

 

不動産鑑定士 A ○ ・鑑定評価の基本的事項の確定、依

頼者、提出先等及び利害関係者等

の確認、処理計画の策定、対象不動

産の確認、資料の収集及び整理、資

料の検討及び価格形成要因の分

析、鑑定評価の手法（収益還元法）

の適用、試算価格の調整、鑑定評価

額の決定、鑑定評価報告書の作成、

鑑定評価額の表示 

・鑑定評価報告書の審査（不動産鑑

定士 B の業務内容に係る） 

不動産鑑定士 B ○ ・事例の収集及び整理、鑑定評価の

手法（原価法）の適用 

・受任審査、鑑定評価報告書の審査

（不動産鑑定士 A の業務内容に係

る） 

 

（※）不動産鑑定士が２名以上所属する事務所にあって、所属するすべての不動産鑑定士が署名

不動産鑑定士となる場合で、署名不動産鑑定士相互に報告書審査を行った場合。ただし、証券化

対象不動産又は財務諸表の作成に利用される目的の価格等調査業務の場合を除く。 
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業務委員会・業務指針対応小委員会・業務指針対応ＷＧ 

 

（敬称略） 

  役 職   氏     名 勤  務  先  名 

小委員長 嶋 田 幸 弘 （株）谷澤総合鑑定所東京本社 

委 員 上 杉 孝 也 （株）北海道アプレイザーズ・ファーム 

 伊矢野 忠 寿 （有）伊矢野不動産鑑定 

 加 藤 徹 也 ＰｗＣアドバイザリー(同) 

 萩 野 和 伸 萩野不動産鑑定士事務所 

 及 川 季 行 （株）鑑定ソリュート沖縄 

専門委員 干 場 浩 平 一般財団法人日本不動産研究所 

委 員 長 宮 達 隆 行 （株）北海道アプレイザーズ・ファーム 

令和 3年 11月現在 
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